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はじめに

平成15年6月に市長の諮問を受けて設置された川崎市入札・契約制度改革検討委員

会から、その検証結果について示された「入札・契約制度改革への提言J(平成16年

1月)は、本市における適正な入札契約制度の確立に向けた重要な内容を網羅しており、

本市におい.ては、今日まで、二の提言を最大限尊重して入札契約制度の改革に取り組ん

できた。

しかしながら、その後の著しい社会経済情勢の変動の影響を受けて、地方自治体の入

札契約制度を取り巻く環境は大きく変化してきている。

特に、公共工事の入札契約制度においては、かつての価格競争のみの入札方式からよ

価格と品質が総合的に優れた内容の契約の実現へと重点を移し、平成17年4月に「公

共工事の品質確保の促進に関する法律J(品確法)が施行された。

また、建設資材の著しい高騰に対処するために、平成20年6月に「単品スライド条

項」を28年ぶりに適用したことにも象徴されるように、経済情勢も激動の最中にあり、

本市の入札契約制度についても、これらの環境の変化に適切に対応することが喫緊の課

題となってきている。

これらの事実を踏まえて、公平性・透明性、・競争性の確保という入札契約制度の原則

を歪めず、また、「入札・契約制度改革への提言j の精神を継承しつつ、時代に適応し

たより良い入札契約制度を確立することを主'たる目的として、入札契約制度を再検証す

ることとした。

なお、米国におけるサブプライムローン問題に端を発した世界経済の混乱により園内

経済も減速傾向を強め、中小企業者の多い本市経済は大きな影響を受けることとなった

ため、平成20年 10月14日には市長を本部長とした川崎市緊急経済対策本部を設置

して、市内経済の安定化に向けた取り組みを開始し、緊急経済対策の一環として位置付

けられる入札契約制度の複数の項目については、本文中に記載した川崎市入札契約制度

検討会等の検討を待たずに方針を策定し、即時実施した。

今後においては、検証の成果を最大限に生かすとともに、この中間報告には記載され

ていない課題について検註を進めていくこととする。

また、市内企業、特に中小企業者にとって厳しい経営環境が継続する中で、市内経済

活性化のために、雇用対策を含めた緊急性が高いと認められる検討項目については、引

き続き迅速に対応することを基本方針としていく。

2009.(平成21)年1月
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I 総論

1 再検証を実施した背景

(1)入札契約制度を取り巻く社会経済情勢の大きな変動に対して適切に対処できる

ょう制度全体を再検証することとした。 l

(2)園内経済の減速傾向に伴い、中小企業者の多い本市経済も大きな影響を受ける

} こととなったため、入札契約制度上の対策も早急に実施する必要が生じた。

(3)総務省及び国土交通省からは「建設業における安心実現のための緊急総合対策

の適切な実施についてJ(平成20年9月12日付)において、建設業の疲弊へ

の対応を主眼とした緊急対策の実施を各自治体に要請されている。

(4)総合評価一般競争入札については、現在、試行実施を行ってから 2年経過し、

平成22年度の本格実施に向けて、課題等の整理をしていく必要がある。

これらの事実を踏まえて入札契約制度を取り巻く社会経済情勢の大きな変化に

対しで、適切に対応する必要が生じた。

2.実施の方法

(1)平成20年10月から平成21年 10月までの期間を、 1次2次の2期に分け

て検証を実施する。

(2)第 1次検証では、 f建設業における安心実現のための緊急総合対策の適切な実施

についてJ(平成20年9月12日付)に示された緊急性の高い項目を中心に、

又、第2次検証においては、第1次検証項目以外の項目にーついて検証を実施す

るロ

(3)庁内検討会による検証及び学識経験者の意見聴取を実施する。

(4)第 1次検証項目についてはその緊急性に鑑み、早期に実施する。

3 組織

(1 )庁内検討会.

-入札契約制度再検証の実施にあたって予想される実務上の課題等を十分に把握

-する必要があることから、次のとおり、庁内検討会を設置した。.

①川崎市入札契約制度検討会(以下「検討会」という。)

-財政局及び工事部局の部課長級職員により構成する。

1・2・
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-川崎市入札契約制度実務担当者検討会の検証結果を審議する。

②)IJ崎市入札契約制度実務担当者検討会(以下「実務担当者検討会j という。)

.財政局及び工事部局の係長級の実務担当者により構成する。

-制度及び実務について検証を実施し、結果を検討会に報告する。

(2)川崎市入札監視委員会(学識経験者意見聴取)

-検討会の検証結果について、川崎市入札監視委員会の委員から意見を聴取する。

、E検証の実施(第1次検証)

1 .検証項目

(1)予定価格の公表方法

(2)最低制限価格の設定及び失格基準

(3)前払金制度のあり方

(4)緊急経済対策の一環として実施済みの項目等

①公共工事等の前倒し発注の実施

②公的債務支払いの早期化

③適切な競争入札参加条件(実績・地域要件等)の設定

④単品スライド条項の適正運用

⑤予定価格への実勢価格の反映

⑤入札情報発信システムの構築

⑦地域建設業経営強化融資制度への対応

③緊急雇用対策に資する制度の導入

2.検証内容及び今後の方針

(1)予定価格の公表方法

①課題の整理

、

予定価格の公表時期については、「入札・契約制度改革への提言J(以下、「提

、言Jとい，50)において、「官・産の癒着の疑惑を招かないなど透明性・公正性確

保の重要性に鑑み、当面、予定価格を事前公表すべきである。」とされ、本市に

おいては、平成16年4月以降、予定価格は事前公表を原則としてきた。

しかしながら、予定価格の事前公表については、総務省及び国土交通省からの

.3・



「公共工事の入札・契約の適正化の推進についてJ(平成20年3月31日付)

により r(事前公表をされた)価格が目安となって適正な競争が行われにくくな

ること、建設業者の見積努力を損なわせること、談合が一層容易に行われる可能

性があること及び過去の類似工事から最低制限価格を推測して、低価格での入札

(ダンピング)、が行われる可能性がある。J等の懸念を指摘されており、過去の

データ等により検証を実施することとした。

なお、「提言Jにおいては r(予定価格の事前公表については)その弊害が顕著

と認められる時は、市は直ちに中止することが出来る。j とされている戸

②現状の分析

ー本市の過去の入札結果を検証したところ、予定価格の事前公表を実施していな

かった平成15年度の「最低制限価格近辺での落札件数Jと事前公表に切り替え

た平成16年度以降の同件数を比較すると、大多数の業種において同件数が増加

している事実が認められた。

なお、他の政令指定都市においては、平成19年度時点では、一部試行を含め

て 16市中2市が事後公表を取り入れていたが、平成20年11月現在において

はさらに4市が事後公表の導入について検討を開始している。

③検討会における意見等

，.事後公表に移行する場合、その目的を明確にしておく必要がある。

-事後公表に切り替える場合は、規模め大きい工事から)1慣に段階的に拡大して

いった方が良いので、はないか。

-予定価格の公表方法を事前から事後公表に切り替えた場合、今後、職員に対

して、外部から不正に情報を入手しようとする行為等の発生が懸念される。

その防止策について検討する必要がある。

④学識経験者の意見

・予定価格の事前公表、事後公表はともに長所・短所があるので、事後公表の

試行実施をする場合、あくまで事前公表の短所と指摘されていることが事実

であるかを検証するために実施するのであり、試行後の事後公表の本格実施

を前提とするものではない。
・4・
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-工事部局の意見として、業者との接触を危倶し、しっかりした対応をしてい

きたいとの意見が出ているが、制度の構築にあたって、実際に業者.と接触す

る職員の声を反映させることは重要な要素であり、抽象的なものではなく、

具体的な対策が必要である。

-最低制限価格に近い価格での入札が即ダンピングといラことではないので、

一部の入札を事後公表で試行寒施した結果、事前公表で実施した入札の方が

最低制限価格に近い入札が多いという結果が出ても、その事実のみをもって

事後公表の制度の方が良いということが証明されたこどにはならず4更に詳

細な分析が必要である。

-以上を踏まえたうえで、一部の入札について予定価格の事後公表を試行的に

実施することが適切である。

⑤決定した方針等

"予定価格の事後公表を試行実施する。

同業種別ランク別に全工事の2分の1を対象として実施する。

"試行期間は2年程度とする。

、ノ

-試行開始時期は平成21年度とする(平成21年度契約準備行為分〔※〕に

ついては一部実施)。

贋結果!こついては事前公表及び事後公表の落札率比較、落札率とエ事成績評点

の相関関係等により分析・検証を実施する。

※契約準備行為:入札等の契約事前手続きを年度開始前に行うこと

⑥今後の課題等、

・契約準備行為案件の拍出方法等について、早急に関係局で協議する。

-平成21年度の試行実施方法につい7て、関係局で協議する。

・予定価格及び設計金額等の漏えい防止について、庁内に周知徹底を図る0

・試行結果を検証するための手法等について、検討会において協議する。

-外部かちの不正な働きかけ等に対しての実効性のある対策を検討会において

協議する。

-5・
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(2)最低制限価格の設定及び失格基準

①課題の整理

(7)最低制限価格の設定について

最低制限価格制度とは、地方自治法施行令第167条の10第2項の定めに

より、当該契約の内容に適合した履行を確保するため、予定価格を基に定めた

最低制限価格を下回った入札をした者の入札を無効とする制度である。

最低制限価格の設定にあたっては、総務省及び国土交通省からは「公共工事

の入札・契約の適正化の推進についてJ(平成20年1.2月 22日付)等の文

書により、中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル(以下、「公契連モデ

ノレj という。)の算定方式により適宜適切に見直すことが要請されている。

(イ)失格基準の設定について

最低制限価格制度の対象ではない工事入札において、予定価格を基に定めた

低入札調査基準価格を下回った価格の入札があった場合には、この入札を行な

勺た者を落札候補者として、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあ

るかどうかについて、低入札価格調査を実施することとしているが、この入札

価格がさらに一定の基準を下回っていた場合に自動的に失格とする基準を失

格基準という。

総務省及び国土交通省は「公共工事の人札及び契約の適正化の推進につい

てJ(平成 20年 12月 22日付)において、ダンピング受注の排除を徹底するた

め、低入札価格調査制度の積極的な導入・活用及び同制度において品質確保等

のために失格基準を設けるよう要請している。

②現状の分析

(ア)最低制限価格の設定について

本市においては、最低制限価格については予定価格3億円未満の工事入札に

ついては7‘0%から 85%までの範囲内で、また、契約課発注分の工事系業務

委託については、業種ごとに、過去の落札率を参考として、最低制限価格を設

定してきた。

なお、工事入札の最低制限価格の設定方法については、本市においては、既

に、公契連モデ、ノレに従って、平成20年6月1日に見直しを実施している。，

-6・ L
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また、他の政令指定都市における工事系業務委託の最低制限価格の設定状況

については、 16市中5市が設定している。

なお、神奈川県においては、平成21年度から工事系業務委託につドて、最

低制限価格が新たに設定される見込みである。

(イ)失格基準の設定について

本市においては予定価格3億円以上の工事等については、低入札価格調査制

度の対象としている。なお、失格基準については設定していない。

また、他の政令指定都市における失格基準の設定状況については、平成20

年9月現在、 16市中8市が実施している。

③検討会における意見等

(工事系業務委託の最低制限価格の設定)

-完成物等の品質を確保するために、神奈川県と同程度とすることも選択肢と

考えられる。

-設定する基準の根拠を明確にする必要がある。

(失格基準の設定)

-過度な安値受注が行われるとよ粗雑工事の発生、下請業者へのしわ寄せの可

能性があることから、失格基準を設けることはその防止策となることが期待

できるのではないか。

④学識経験者の意見

-工事系業務委託の最低制限価格の設定の見直しについては、設定する根拠を

明確にする必要がある。

・工事入札の失格基準を設定することについては、失格基準の設定基準等を明

確にしなければならない。

. 7・



⑤決定した方針等/

・工事系業務委託の最低制限価格の設定方法については、他の自治体の状況

などを参考として、設定基準の見直しを実施する。

阿工事の入札における失格基準については、工事案件の選定方法及び失格基準

の設定方法について協議繍検討を進める。

⑥今後の課題等

・工事系業務委託の最低制限価格の設定基準を明確にする。

-失格基準を適用すでる場合の工事案件の選定方法及び失格基準の設定方法を明

確にする。

(3)前払金制度のあり方

①課題の整理

公共工事契約における前払いについて、地方自治法施行令及び同施行規則附則

第3条第1項に基づき、その割合は材料費等の4割を超えない範囲と規定されて

おり、また、同2項において、一一定の要件を備えていれば、中間前払金について

も、 2割を超えない範囲で認められている。

②現状の分析

公共工事に要する経費の前払金として、本市で、は， ["土木建築に関する工事請

負金額の 4割に相当する額J、‘「土木建築に関する工事の設計若しくは調査又は土

木建築に関する工事の用に供することを目的とする機械類の製造請負金額の3

割に相当する額ム「測量請負金額の3割に相当する額Jについて、原則前払いを

実施している。

中間前払金についてはィ現在実施していない。

同③検討会における検討内容

-中間前払金が受注者にとってどの程度の需要があるか判断が難しいが、制度と

して整備されていないことは課題である‘。

・中間前払金の実施については検査や金額の算出が困難な面はあ石が、金額の大

ーきな案件や工期の長い案件については、実施することが適当ではないか。

-8・
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④学識経験者の意見

・受注者にとって有益なものであり、市側にとっても特に問題がないのであれば

制度として整備することは適切である。

⑤決定した方針等

中間前払金制度を適用できるよう規則改定及び運用基準の整備等に着手する。

⑤今後の課題等

・対象とする工事の規模及び業種等についての運用基準の決定

(4)緊急経済対策の一環として実施済みの項目等

①公共工事等の前倒し発注の実施

市内中小企業者の経営環境が厳しい状況のなかで、工事請負等の前倒し発注
L 

を実施した。また、平成21年度以降にういても可能な限り早期の発注を実施ー

していく。

-平成20年度前倒し発注見込(平成20年10月3，1日時点)

工事18億円委託1億円物品3億円合計22億円

②公的債務支払いの早期化

契約規則上は「適法な請求があった日から、工事にあっては40 13，その他

の契約にあっては30日以内に支払うものとするJと規定されている公的債務

の支払い期日を、それぞれ2分の lの20日、 15日に短縮することを目標に

運用を開始した。

③適切な競争入札参加条件(実績・地域要件等)の設定

工事、、業務委託及び物品調達の契約において、可能な限り市内中小企業へ優

先発注することを徹底してきたが、更に今後においては、市外企業まで対象を

広げて実施している入札においても、原則として、市内中小企業を優先するこ

とを基本方針とした;

また、請負実績などが評価項目となる「総合評価一般競争入札」及び本市と

-9・



の災害協定締結などを評価項目として、その評価点等を入札参加条件とする

[主観評価項目制度jを拡大実施している。

④単品スライド条項の適正運用

鋼材類及び燃料油の材料価格の著しい価格変動に対応できるようィ平成20

年6月26日より、川崎市工事請負契約約款第26条第5項(単品スライド条

項)に基づき、工期内にこれらの工事材料の価格に著しい変動を生じ、請負金

額が不適当となった場合に、請負者が請負金額の変更を本市に対して請求でき

るよう同条項を適用した。

さらに、同年10月1日には対象工事材料を全ての品目に拡大した。

⑤予定価格への実勢価格の反映
，、/

⑤入札情報発信システムの構築

従来は各企業が市のホ}ムページで確認して得ていた入札情報を、今後は電

子メールにより本市から積極的に配信することにより、市内企業の入札参加機

会の拡大を図る。，

「入札情報発信システム」の構築までは当面の対応として、市内登録企業に

向けて、市のホームページに新たな入札情報が公告された旨を知らせるメール

の配信を平成20年10月29日から開始した。

今後は「入札情報発信システム」を平成20年度内に構築し、平成21年4

月中に配信を開始する予定となっている。
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この「入札情報発信システム」については、事業内容、日程、参加条件等の

入札情報を市のホームページ掲載と同時に、当該入札案件に参加可能な市内の

登録企業に対して、当該入札案件の主な入札情報を発信することを予定してい

る。

⑦地域建設業経営強化融資制度への対応

地域の経済・雇用を支える中小・中堅建設事業者の資金調達の円滑化に向け

て、本市が発注した工事について、国土交通省の創設した「地域建設業経営強

化融資制度」の利用が図れるようよ工事請負契約約款第6条第1項ただし書に

基づく請負代金額の債権譲渡を承諾する制度を平成20年12月19日から

実施した。

この制度は、融資を希望する中小・中堅元詰建設事業者が、本市の承諾を得

て、工事請負代金債権を担保に融資を受けることができる制度である。

-運用期間

.平成20年12月19日から平成23年3月末日まで

、

③緊急雇用対策に資する制度の導入(新たな検討項目)

離職者の新規雇用を主観評価項目制度の評価項目に加えるなど、雇用対策に

有効な制度の導入について検討会において協議する。

.、
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川崎市入札監視委員会

(学識経験者意見聴取)

園重傷二(弁護士)

畑尻 問。(中央大学教授)

本橋美智子(弁護士)

川崎市入札契約制度検討会

財政局

契約課長

環境局 ， 

庶務課長

庶務課主幹(工事検査担当)

公園緑地課長

施設課長

まちづくり局

庶務課長，

検査課長 ， 

住宅建設担当主幹

座長財政局管財部長

建設局 水道局

庶務課長 契約課長

技術監理課長 交通局

道路整備課長 経理課長

施設課長 病院局

管路課長 経理課長

港湾局

庶務課長

庶務課主幹(技術監理担当)

川崎港管理センター整備課長

計21名施設計画課長 ー， 一一L一一
※財政局及び水道局、交通局、'病院局は、契約主管課長を委員とする

川崎市入札契約制度実務担当者検討会

座長財政局契約課長

環境局 建設局 水道局

庶務課経理係長 庶務課経理係長 契約課主査

ー庶務課工事検査担当主査 技術監理課主査 交通局

緑政部主査 道路整備課主査 経理課主査

施設部主査 施設課主査 病院局

まちづくり局 管路諜主査 経理課主査

庶務課経理係長 港湾局 財政局契約課係長4名

検査課主査 庶務課経理係長

住宅建設担当主査 庶務課技術監理主査

施設整備部主査 川崎港管理センター主査 言十24名

/ 
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【入札契約制度再検証審議経過】

平成 20年 10月29日(金)

第1回川崎入札契約制度検討会・実務担当者検討会合同会議

平成 20年 11月21日(金)

第2田川崎市入札監視委員会

平成 20年11.月 26日(水)

第2回川崎入札契約制度実務担当者検討会

平成20年 11月28日(金)

第2回川崎入札契約制度検討会ー

平成 20年 12月3日(水)

第3回川崎市入札監視委員会

平成21年 1月6日〈火)

第3回川崎入札契約制度実務担当者検討会

平成21年1月8日(木)

第3回川崎入札契約制度検討会

平成21年 1月14日(水)17: 30~ 

第4田川崎市入札監視委員会

※第1回入札監視委員会は、平成20年5月23日に開催された。(入札契約制度に関しての協

議は実施されていない。)
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，川崎市入札契約制度再検証中間報告(概要版)

類会J';:_J: 0~.~~*=â:-~*方針と一一め一一4[「…市杭向に防お……一 5一拘山ん…た引川川「りm…l
イ位立置付けた。

1再検証を実施した背景

-入札契約制度を取り巻く社会経済情勢の大きな変動に対して適切に対応できるよう、制度全体

を再検証することとした。

・国内経済.の減速傾向に伴い、中小企業者の多い本市経済も大きな影響を受けることとなったた

め、入札契約制度上の対策も早急に実施する必要が生じた。

-総務省及び国土交通省は建設業の疲弊への対応を主眼とした緊急対策を各自治体に要請した。

2検証の方法

(1)検証期間

平成20年10月から平成21年1.0月までの期間を2期に分けて実施

・第1次検証(期間平成20年10月から平成21年1月まで)

「建設業における安心実現のための緊急総合対策の適切な実施についてJ'(総務省・

6国土交通省平成20年9月12日付)に示された緊急性の高い項目を中心に実施

-第2次検証(期間平成21年2月から平成21年10月まで)

第1次検証項目以外の項目について実施

(2)庁内検討会の設置

" • J 11崎市入札契約制度検討会(部課長級職員)

-川崎市入札契約制度実務担当者検討会(係長級職員)

(3)学識経験者の意見聴取

• ) 11崎市入札監視委員会

3検証の実施及び今後の方針(第1次検証)

(1)予定価格の事前公表の再検証

-課題の整理

本市において現在実施して川る予定価格の事前公表は、透明性公正性確保の視点から有

効であるとされる一方で、-ダンピング受注を招く等の懸念も指摘されている。

一方、本市の過去の入札結果を調査したところ、予定価格の事前公表を実施していな

かった平成15年度の「最低制限価格近辺での落札件数Jと事前公表に切り替えた平成

1 6年度以降の同件数を比較すると、大多数の業種において増加している事実が認めら

れた。



色

-川崎市入札契約制度検討会意見

事後公表とした場合は、情報漏えい等の発生防止に注意する必要がある。
、、

-川崎市入札監視委員会意見

事前公表及び事後公表にはそれぞれ長所短所があるので、試行実施した場合はその結

-果を詳細に分析し、その後の公表方法のあり方を決定すべきである。

。決定した方針等

舗予定価格の事後公表を試行で実施する。

-業種別ランク別に全エ事の2分の1を対象として実施する 0

.試行期間は2年程度とする。

-試行開始時期は平成21年度とする(平成21年度契約準備行為分については一部実施)

・結果については事前公表及び事後公表の落札率比較、落札率と工事成績評点の相関関係

等により分析・検証を実施する。

※契約準備行為:入札等の契約事前手続きを年度開始前に行うこと

(2)最低制限価格の設定及び失格基準

-課題の整理'

財政局契約課発注の工事系業務委託の最低制限価格の設定については過去の落札率，

を参考にして決定している。"¥

工事入札における失格基準については、ダンピング受注の防止等に一定の効果が期待 j

できるが、本市においては設定していない0

• ) 11崎市入札契約制度検討会意見

私 工事系業務委託の最低制限価格の設定は基準の根拠を明確にする必要がある、・また、

失格基準については過度な安値受注による弊害を防止できる。

、・川崎市入札監視委員会意見

工事系業務委託の最低制限率の見直し及ひ、工事入札における失格基準については、そ-

れぞれ根拠を明確にしたうえで実施すること。

。決定した方針等

冨工事系業務委託の最低制限価格の設定方法については、他の自治体の状況などを参考 a ー

として基準の見直しを実施する。

陶工事の入札における失格基準については、工事案件の選定方法及び失格基準の設定方法

についての協議・検討を進める。
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(3)前払金制度のあり方

-課題の整理

本市では、工事代金の前払いは実施しているが、中間前払いについては未実施となっ

ている。

-川崎市入札契約制度検討会意見

大型の案件については実施すべきではないか0

.川崎市入札監視委員会意見

受注者にとって有益であり、'市にとっても支障が無いのであれば実施すべきである。

。決定した方針等

中間前払金制度を適用できるよう規則改定及び運用基準の整備等に着手する。

(4)緊急経済対策の一環として実施済みの項目等

①公共工事等の前倒し:発注の実施

市内中小企業者の経営環境が厳しい状況のなかで、工事請負等の前倒し発注を実施した0

.平成20年度前倒し発注の実施

工事18億円 委託1億円物品3イ意円合計22億円 (10月31日時点)

②公的債務支払いの早期化

契約規則上に規定されている公的債務の支払い期日を、 2分の1に短縮することを目標

に運用を開始したb

工事契約 40日以内→20日以内 その他の契約 30日以内→15日以内

③適正な競争入札参加条件(実績・地域要件等)の実施

市内中小企業への優先発注について、今後においては更に、市外企業まで対象を広げて

実施を予定している入札についても、原則として、市内中小企業を優先することを基本方

針とした。

④単品スライド条項の適正運用

平成20年6月26日より、川崎市工事請負契約約款第26条第5項(単品スライド条

項)に基づき、工期内に鋼材類等の工事材料の価格に著しい変動が生じ;請負金額が不適

当となった場合には、誇負者が請負金額の変更を本市に対して請求できるよう同条項を適

用した。
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さらに、 10月1日には対象工事材料を全ての品目に拡大した。

⑤予定価格への実勢価格の反映 、

本市においてはよ適宜設計金額に反映する建設資材価格の改定を実施してい

るが、最近の市場の動向を踏まえ、価格高騰が著しい工事材料について臨時改

定を実施した。

、なお、いわゆる「歩切りJによる予定価格の切り下げは、本市においては実施していな

し.10

⑥入札情報発信システムの構築

従来は各企業が市のホームページで確認して得ていた入札情報を、今後は電子メーノレに

ょの本市から積極的に発信することにより、市内企業の入札参加機会の拡大を図る。

1 0月29日 ‘市内登録企業に向けて、市のホームページに新たな入札情報が公告され

た旨を知らせるメールの配信を開始した。u入札情報発信システム」の
稼動までの当面の対応)

20年度中 「入札情報発信システムj構築

21年4月中 「入札情報発信システム」稼動

※事業内容、日程、参加条件等の入札情報を市のホームページ掲載と

同時に、入札案件の業種毎に、市内登録企業に対して発信

⑦地域建設業経営強化融資制度への対応

地域の経済・雇用を支える中小・中堅建設事業者の資金調達の円滑化に向けて、本市が

発注した工事について、国土交通省の創設した「地域建設業経営強化融資制度Jの利用が

図れるよう、工事請負契約約款第6条第1項ただし書に基づく請負代金額の債権譲渡を承

諾する制度の運用を開始した。

-運用期間
、W

平成20年12月19日から平成23年3月末日まで

③緊急雇用対策に資する制度の導入(新たな検討項目)

離職者の新規雇用を主観評価項目制度の評価項目に加えるなど、雇用対策に有効な制度

の導入について川崎市入札契約制度検討会で協議を進める。




